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連合総研 30 周年記念事業における「連帯・共助のための社会再編に関す

る研究委員会」報告書（「分かち合い」社会の構想）は、「協力原理」に基づ

く政治システムと社会システムの再編・強化によって、「市場拡大－社会抑

制」から「市場抑制－社会拡大」戦略へ、欲望の「奪い合い」から幸福の

「分かち合い」への転換をはかり、社会的分断と対立を解消する社会ビジョ

ンを提起しました。そこでは、中間層を含め全ての人々が必要なサービスの

受益者（「幸福の分かち合い」）となり、同時に負担者となる（「負担の分か

ち合い」）普遍主義に基づく社会給付（現物給付・サービス）と財政システ

ムの重要性を強調しています。 

  「連帯と共助にもとづく『分かち合い』社会の具体化に関する研究委員

会」では、「『分かち合い』社会の構想」で提起された社会保障ビジョンを実

現するため、普遍主義による社会給付（現物給付・サービス）の具体化とし

て、社会的投資戦略としての教育（幼児教育を含む）、さらに住宅政策、社

会保障（医療・介護）などの給付のあり方、及び地方自治体の役割等につい

て検討を行い、本報告書にその考え方を取りまとめました。 
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